
１．重要な会計方針

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券･･････償却原価法（定額法）を採用しております。

（２） 固定資産の減価償却の方法

① リース資産以外の固定資産

　定額法を採用しております。

② リース資産

（３） 引当金の計上基準

① 賞与引当金

② 退職給付引当金

③ 役員退職慰労引当金

（４） 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

　財務諸表等は、公益法人会計基準及び我が国において一般に公正妥当と認められる会計の基準に準拠して作成してお
ります。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法を採用しております。

　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上しております。

　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末におい
て発生していると認められる額を計上しております。
　なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額及び年金財政計算上の責任準備金の額に基づいて計算しており
ます。

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。



２．特定資産の増減額及びその残高

　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりとなっております。

３．特定資産の財源等の内訳

　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりとなっております。

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりとなっております。

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりとなっております。

（単位：千円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

退 職 給 付 引 当 資 産 5,414,918    575,655      416,334      5,574,239    

研 修 所 積 立 資 産 1,716,579    93           1,416,579    300,093      

7,131,497    575,749      1,832,914    5,874,332    

科　　目

合　　計

（単位：千円）

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応す
る額）

特定資産

退 職 給 付 引 当 資 産 5,574,239  － － ( 5,574,239) 

研 修 所 積 立 資 産 300,093    － ( 300,093) － 

5,874,332  － ( 300,093) ( 5,574,239) 

科　　目

合　　計

（単位：千円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

2,425,896          1,740,350          685,546            

328,273            281,268            47,005             

264,282            219,402            44,879             

2,835,332          1,439,299          1,396,032          

712,352            314,344            398,007            

713                159                553                

6,566,850          3,994,824          2,572,025          

ソ フ ト ウ ェ ア

科　　目

什 器 備 品

建 物

構 築 物

リ ー ス 資 産

商 標 権

合　　計

（単位：千円）

帳簿価額 時価 評価損益

地方債

平成30年度第11回 北 海 道 公 募 公 債 100,000          100,010          10               

令和元年度第5回 埼 玉 県 公 募 公 債 800,000          799,920          △ 80            

第 76 回 神 奈 川 県 公 募 公 債 400,000          400,028          28               

平成26年度第5回 横 浜 市 公 募 公 債 402,771          403,040          268              

平成30年度第2回 京 都 市 公 募 公 債 200,000          200,036          36               

第 405 回 大 阪 府 公 債 444,509          445,642          1,133            

平成30年度第3回 大 阪 市 公 募 公 債 100,000          100,010          10               

平成23年度第1回 福 岡 県 公 募 公 債 105,356          105,060          △ 296           

平成28年度第1回 長 崎 県 公 募 公 債 300,837          300,060          △ 777           

第 180 回 共 同 発 行 市 場 公 募 地 方 債 400,000          399,508          △ 492           

第 186 回 共 同 発 行 市 場 公 募 地 方 債 400,000          399,760          △ 240           

第 197 回 共 同 発 行 市 場 公 募 地 方 債 400,000          393,320          △ 6,680         

令和 2年度第 1回 秋 田 県 公 募 公 債 201,005          196,264          △ 4,741         

令和 2年度第 8回 福 岡 県 公 募 公 債 200,155          195,200          △ 4,955         

令和3年度第17回 愛 知 県 公 募 公 債 401,353          390,560          △ 10,793        

合　　計 4,855,988        4,828,418        △ 27,569        

種類及び銘柄



６．退職給付関係

（１） 採用している退職給付制度の概要

（２） 確定給付制度

① 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

②

③ 退職給付に関連する損益

④ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

（３） 確定拠出制度

７．減損損失関係

（評価金額の算出方法）

　回収可能価額は正味売却価額により測定しており、売却が困難であることから正味売却価額を零として評価して

います。

　以下の固定資産について減損損失を計上しております。

　退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎として、また、年金
制度における年金財政計算上の責任準備金を基礎として計算しております。

退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

　確定給付型の制度として確定給付型企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。また、確定給付型の
制度のほか、確定拠出型の制度を設けております。当機構が有する確定給付型企業年金（積立型制度）及び退職
一時金制度は簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計上しております。

（単位：千円）

積立型制度の退職給付債務 766,964               

年金資産  △ 748,799

18,164                

非積立型制度の退職給付債務 5,588,608             

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,606,773             

退職給付引当金 5,606,773             

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,606,773             

（単位：千円）

退職給付引当金における期首残高 5,453,138            

退職給付費用 757,316              

退職給付の支払額  △ 510,687

制度への拠出額  △ 92,994

退職給付引当金における期末残高 5,606,773            

（単位：千円）

簡便法で計算した退職給付費用 757,316              

（単位：千円）

確定拠出制度への要拠出額 167,915              

種類 数量 減損損失の金額

電話加入権 330本 815千円



８．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲

　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりであります。

９．資産除去債務関係

  資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

（１） 当該資産除去債務の概要

（２） 当該資産除去債務の金額の算定方法

（３） 当会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

１０．自賠責収支準備金

　自賠責保険事業の収支を一定期間均衡させることを目的として、自賠責収支準備金を設けております。

  当会計年度末（２０２３年３月３１日）

　当機構の各事業における事業所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務及び有形固定資産の取得によるもの
であります。

　事業所の賃貸借契約に伴う原状回復義務は、使用見込期間を取得から21年と見積り、割引率は0.386％から
1.926％を使用して、資産除去債務の金額を計算しております。

（単位：千円）

期首残高 443,006

有形固定資産の取得に伴う増加額 －              

時の経過による調整額 4,648

資産除去債務の履行による減少額 －              

その他残高の調整額 3,822

期末残高 451,477

前期末 当期末 前期末

現金及び預金勘定 4,092,310  千円 現金及び預金勘定 5,309,154  千円

預け入れ期間が３ヶ月を超える定期預金 －         千円 預け入れ期間が３ヶ月を超える定期預金 －         千円

現金及び現金同等物 4,092,310  千円 現金及び現金同等物 5,309,154  千円


